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研究成果の概要（和文）：人口3割減時代における復興政策の再設計へ繋がる発展的知見を得ることを目的と
し、東日本大震災により広く市民権を得ることとなった集団移転とその方法に焦点を当て、東日本大震災におけ
る集団移転事業の俯瞰的・類型的整理、東北被災地における高台移転の住宅復興と再定住の体系的評価、パイロ
ット的事例にみる集団移転の制度的フレームの課題特性と比較分析、コミュニティ移転における生活圏再構築と
アクションリサーチによる実地検証、の4つの課題群に取り組み、被災地での人々の再定住と自立的・持続的な
居住環境を再生・再構築するための方策の分析・検討を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to focus on group relocation and its method, 
which became widely known after the Great East Japan Earthquake, and to obtain the developmental 
knowledge that leads to the redesign of the reconstruction policy in the age of 30% population 
reduction. The following analysis was performed. (1) overview and typology of group relocation 
projects in the Great East Japan Earthquake, (2) systematic evaluation of housing reconstruction and
 resettlement due to high ground relocation in the Tohoku disaster area, (3) comparative analysis of
 the institutional frame of group relocation in pilot cases, (4) living area reconstruction and 
action research in community relocation. Based on these achievements, we analyzed and examined 
measures for resettlement of people in the disaster area and regeneration / reconstruction of an 
independent and sustainable living environment.

研究分野：建築計画・都市計画

キーワード： 集団移転　コミュニティ　合意形成　意思決定　東日本大震災
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大災害からの復元力の根本的な源はコミュニティである。今後も十数年にわたり各地で実施される復興まちづく
りについて、コミュニティの再編と継承の視点からみたその“あり方”と“進め方”という現実的かつ根本的な
問題に近接した臨床的・発展的知見を示し得た本研究の成果は、現代的な人権倫理に基づく地域コミュニティを
支える基幹政策、および、ソーシャル・キャピタルの再生・再構築へ向けての実用的な復興支援方策に繋がるこ
とが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災の被災地の中には、震災前から既に過疎化が進んでいた地域も少なくない。復興
において、被災者が安全に安心して日々の生活を送ることのできる環境を早急に実現すべきこ
とはいうまでもないが、人口 3 割減時代へ向けてのビジョンや戦略のない拙速な復興事業や既
定通りの防災対策事業では、いずれは被災地や被災者の負担と足枷になる。南海トラフ地震など
の近い将来に大きな地震や津波に見舞われると警戒されている地域についても、東日本大震災
での経験を踏まえて確実な対策を打つことは社会的にも学術的にも喫緊の課題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、災害に対して復元力のあるコミュニティとソーシャル・キャピタルをいかに再構築
するのか、我が国の喫緊の行政課題を解決すべく、現在進行形の先進事例の詳細なケーススタデ
ィと国内外の歴史的およびパイロット的取り組みの体系的評価および比較分析を通じて、人口 3
割減時代における復興政策の再設計へ繋がる発展的知見を得ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 移転するあるいはせざるを得ない生活者の当たり前の日常と生活空間を再生・再建すること
こそがコミュニティ移転であるとの基幹テーマのもと、東日本大震災により広く市民権を得る
こととなった集団移転とその方法に焦点を当て、被災地での人々の再定住と自立的・持続的な居
住環境を再生・再構築するための方策の分析・検討を行った。 
 具体的には、①東日本大震災における集団移転事業の俯瞰的・類型的整理、②東北被災地にお
ける高台移転の住宅復興と再定住の体系的評価、③パイロット的事例にみる集団移転の制度的
フレームの課題特性と比較分析、④コミュニティ移転における生活圏再構築とアクションリサ
ーチによる実地検証、の 4つの課題群に取り組んだ。 
 
４．研究成果 
(1) 東日本大震災後の防災集団移転促進事業の特性 
 東日本大震災後に急激に進められた防集事業の組合せと住宅の供給戸数に関する特性を把握
するために、各自治体を取り巻く環境や事業実施状況から自治体の類型化を行った。データは、
復興庁のホームページで公開されている「住まいの復興工程表」に記載の事業地区ごとの住宅の
供給戸数（民間住宅専用宅地数，災害公営住宅戸数）とした。 
 住まいの復興工程表に記載の面的整備事業適用地区数を、防集事業を含む地区と、防集事業を
含まない地区に分けて集計した。防集事業を含む地区の件数は 322 件（岩手県 90件，宮城県 186 
件，福島県 46 件）、防集事業を含まない面的整備事業を適用する地区の件数は、56 件（岩手県
31 件，宮城県 19件，福島県 6件）であり、防集事業が東日本大震災後の面的整備事業の基幹事
業であることが明らかとなった。 
 自治体の類型化の要素としては、震災前の自治体の規模（人口・一般会計予算額等）と震災の
被害状況を組合せ、震災前の自治体の規模と震災による被害をどの指標で測るかを決めた。震災
前の自治体の規模のみの組合せにおいては、平成 22年度人口（以下、人口）と平成 22年度一般
会計予算額（以下、予算）をみると、相関係数 0.998 で強い相関があることが確認できた。よっ
て、震災前・事業適用前の自治体の規模の指標として、人口を用いることとした。また、震災に
よる被害状況の指標としては、住家の被害が防集事業選択に大きく影響を及ぼすため、全半壊戸
数を用いた。それらの組合せにより、各自治体が事業を選択するための前提条件としての各自治
体の置かれている環境を把握した。 
 東日本大震災後の防集事業の組合せと住宅の供給戸数に関する特性を明らかにする上で、各
自治体を取り巻く環境や事業実施状況をまとめた後、それらの組合せによって自治体の類型化
を行った。その結果、人口（平成 22年度）、全半壊戸数、防集宅地数という 3つの指標の組合せ
によって、10のグループに類型化することができた。 
 A（規模Ⅰ，被害Ⅰ，防集Ⅰ）には、野田村・楢葉町・新地町・女川町・富岡町・山元町・七
ヶ浜町が含まれ、B（規模Ⅰ，被害Ⅱ，防集Ⅱ）には、大槌町・南三陸町・山田町・陸前高田市
が含まれた。C（規模Ⅱ，被害Ⅰ，防集Ⅱ）には、相馬市のみであり、D（規模Ⅱ，被害Ⅱ，防集
Ⅰ）には、亘理町・釜石市・大船渡市・岩沼市、F（規模Ⅱ，被害Ⅱ，防集Ⅰ）は、塩竈市・宮
古市・南相馬市・名取市を含まれることが明らかとなった。また、その他のグループに関しては、
それぞれの数値がかけ離れていたため、各自治体の単独のグループとし、E を東松島市、G を気
仙沼市、H を石巻市、I をいわき市、J を仙台市とした。 
 
(2) 事前復興まちづくりとしての住宅の高台移転の動向 
 全国的な傾向を俯瞰的に把握するための量的調査と、事例を詳細に把握するための質的調査
による二段階で実施した。 
 調査対象は、「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」の指定市町村とし、139 市町村の
防災担当課宛にアンケート票を郵送した。回収は同封した返信用封筒により行い、期限内に未回
収であった自治体に対しては電話による返送依頼を行った。回答数は 129（内、電話回答 5）自
治体、回収率は 93%であった。加えて、事前移転について協議事例がある自治体のうち追調査が



可能な地域に対してヒアリング調査を行った。ヒアリング対象はアンケートの回答者であった
行政担当者とした。 
 事前移転の協議状況は、「現在、協議している地域がある」のが 4自治体、「以前、協議した地
域があったが現在は終了した」のが 1自治体、「これまでに協議された地域はない」のが 124 自
治体であった。各自治体とも協議地域は 1地域のみである。地域によっては自主防災組織等の住
民だけで協議をしている事例もあるかもしれないが、移転計画が具体的に進むと何らかの行政
支援が必要になると考え、本研究では市町村の防災対策課を調査対象とした。行政が把握するレ
ベルまで具体的に協議が進んでいる事例は非常に少ない結果となった。 
 協議自治体では協議がどのようにしてはじまったのかを「住民が自発的にグループをつくり、
行政の関与なく協議を始めた」「行政が住民に呼びかけ、それに応じた住民で協議を始めた」「住
民から行政に相談があり、行政の関与を経て協議を始めた」「その他」のうち該当するものにつ
いて回答を得た。次に協議の進行状況を「必要な時にメンバーを招集し、会合を開いている」「定
期的にメンバーを招集し、会合を開いている」「移転の是非について、住民間で協議している」
「計画的な移転に向けて、具体的な移転先を検討中である」「その他」のうち該当するものにつ
いて回答を得た。 
 協議が始まったきっかけは、A 市・D 町は住民主導、B 町・C 町は行政主導である。高知県 C 
町は「町営住宅の経年劣化による建替え」がきっかけとなっており他事業との一体整備がきっか
けといえる。協議の進行状況は「具体的な移転先を検討中である」地域が A 市・B 町の 2 自治
体で、現在も住民とともに高台移転が具体的に検討されている段階であるのは、A 市・B 町・D 
町の 3事例であった。 
 また、「住宅の高台移転」の課題について自由記述で回答を得たところ、「移転先の高台用地が
ない」や「多額の費用を要する」といった課題が挙げられた。「以前、協議した地域があったが
現在は終了した」事例に該当する E 町では、「沿岸部の漁業従事者のような職住一体とした生活」
をしている方の移転を行政としてどのように考えるべきかを考えると、移転は現実的ではない
という結論に至ったことが明らかとなった。東日本大震災でも挙げられた、職と住の関係は難し
い問題であると指摘できる。 
 
(3) 気仙沼市小泉地区のアクションリサーチ 
 気仙沼市小泉地区は、東日本大震災の被災間もない 2011 年 4 月に「小泉地区の明日を考える
会」を結成した。同年 6月には「小泉地区集団移転協議会」を設立し、被災直後の避難所生活の
中で 100 世帯を超える地区住民の意向を集約、移転先の土地の候補を決めた。協議会が主催する
ワークショップやフォーラムは数十回を重ね、住民主導による集団移転計画の成果はそのまま
大臣同意を得て事業化された。2015 年 5月には災害公営住宅への入居が始まり、2017 年 7月に
は移転地内の集会所もオープンし、災害公営住宅を含めた集団移転による被災者の住宅再建が
100％完了した。 
 被災者の移転の時点では、防災集団移転促進事業への参加希望者の減少と災害公営住宅への
入居希望者への増加のため、17 区画の空きが生じていた。しかし、その空き区画に対して一般
分譲が開始されたところ、2018 年 6月時点で 3戸、2019 年 3 月時点でさらに 4戸が建設され、
その世帯の全てが小泉地区外からの転入であった。被災地の多くで過疎化が加速する中、転入者
による新陳代謝と次世代によるコミュニティの持続が期待される。 
 研究代表者は、小泉地区のワークショップを中心とした住民主導の計画づくりを支援してき
た専門家の一人である。小泉地区のワークショップでの議論において常に中心に定めてきたの
は、小泉コミュニティとは何かである。例えば初期の段階では、「小泉地区のよいところ」「よい
ところを引き継ぐアイデア」などのお題で、各々の思いをポストイットに書き出しながら、地域
での共有価値を丁寧に確認してきた。そのプロセスを通じて共有した地域の価値基準のもと、集
団移転先の住宅地計画の骨子をまとめていった。 
 小泉地区では過酷な避難生活の中で、そして復興事業という期限が設けられた限られた時間
の中で、被災者の主体性が引き出されるような計画の時間の質と量をなんとかして確保する工
夫を重ねてきた。その計画プロセス中で、ワークショップという手法を用いる場合は、地域で共
有されうる価値基準を構築し、その共有価値に基づき種々の課題を客観的に判断できるように
なることを目指してきた。東日本大震災の集団移転では住民参加型のプロセスを経た事例は少
なくないが、特に先進国の現代社会ではコミュニティに対応する空間的な秩序を共有していな
いから、新しい場所へ集団で移転しようとすれば、その関係を空間的な課題として一から組み立
てなければならず、その計画の根拠を得るためにワークショップなどを用いながら合意を形成
する手順が必要となっているといえる。 
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